















　管理開始後 の公的賃貸住宅団地 におい ては、当初 はその機能 を維持 ・管理 してい く"保全"が
重要 なテーマであるが、年月 を経るに従 い団地の居住空間が居住者の生活や住 要求 の変化 などに
応 え られな くな り、次第に更新の必要性が生 じて くる。つ ま り、団地再生の必要が高 まって くる。
団地再生 とは、居住 の継続性 と居住空 間の持続性 を前提 に した、建替 えや リノベーシ ョン、 リフ
ォームな どによるハ ー ドとソフ トを含め た団地更新 の総称 である。当然、居住者 の再生計画への
参加が不可欠であ り、事業者 と行政 と合 わせて三者のアクターが 中心 になって協議 しなが ら事業
を進 めてい くことが重要である。しか しなが ら、例 えば独立行政法人都市再生機構(以下 「機構」)
や地方住 宅供給公社(以 下 「公社」)による数多 くの団地再 生事業の 中で、この ような方針 で再
生がすすめ られているところは数 えるほ どしかな く、充分 である とは言 いが たい。 この数 えるほ
どの団地 とは、例 えば、機構では武蔵野緑町団地 ・多摩平 団地 、公社関連で は神奈川県 の下平 間
団地 ・中幸 町団地程度である。
　公 的賃貸住 宅の団地再生 については、様々 な事業手法があ り、各住宅供給事業主体毎 に過去30
年間ほど実施 されて きた。現在、公的賃貸住宅の団地再生において中核 的手法 になっている建替
事業 についてみ ると、公営住宅では、公営住宅法が改正 され法定事業 と して位 置づ け られた1969
以降、木造低層住宅 と順次 中層RC造な どにおいて も実施 されて きた。機構や公社 の賃貸住宅 に
おいては任意事 業(機 構 については都市 ・基盤整備公 団以降は法定事業)と して中層賃貸住宅 団
地 に建替えの事 業手法が取 り入れ られてか ら20年ほどになる。
　 ところが、近 年(こ の10年ほ ど〉、公 営 ・機構 ・公社 におけ る団地再生 については、事業経営
優先 の立場か ら、む しろ再生後の残地処分 を主要 目的に した一律 的建替 えが共通 して主流 にな り、
重大 な問題 を含 んでいる。
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　 問題 点 と しては、
　① 家賃の大幅 な高額化 によ り、やむ なく団地か ら転出せ ざるを得 な くり、居住者の継続居住が
　　 断絶 される。
② 長年 にわた って築かれて きた居住者 間の人的交流や コミュニティが破壊 される。
　③ 長年 にわた り形成 されて きた自然 そのもの ともいっていいほ ど成熟 した緑 などの環境や景観
　　 が一変す る。
　④貴 重な公共的財 産である住宅用地(三残地)が 民 間に切 り売 りされる。
などがあ げ られ る。
　特 に、培 われ てきた居住地域 における空間 と生活の継続性が絶たれて しまう、いいか えればサ
ステ ィナ ビリテ ィの保障が ないことが極 めて大 きな問題である。 またt建 替後、多 くの戻 り入居
者は高層住宅 に住 まうこ とにな り、 なるほ ど住宅 の間取や設備 あるいは内外装 などは一新 され住
戸の床面積 はあ る程度拡大 される ものの、近所付 き合いがな くなって独居者が 閉じこ もりになっ
た り、傾斜家賃制度 によって家賃が高額化 し、せ っか くの戻 り住 宅か ら退 出を余儀 な くされる事
例 があ とを絶た ない状況 にあ る。
　 この ような一律 的な建替手法のだけの団地再生の一般的な事 業プロセス をみ ると、 まず、居住
者は建替 を前提 とした事業説明をうけ、ほぼ2年 間の猶予期間内で自分の将来の居住選択(建 替
後の住宅への戻 りか団地外 への移転)を しなければならないことになってお り、現団地 における
継続居住 は もと もとその選択肢が ない。 また、現在 の公的賃貸住宅建替事業 において居住者の参
加を前提 に事業 を考 えてい くこともな く、また、居住者の充分 な要求 ・意向 を聞 くこともな く事
業者が一方的に進 めている実態 にある。
　機構 の香里 団地では、賃貸住宅部分 の過 半地 区(A・B・C)に おい て一律建替 に よる団地再
生が行 われ、すでに建替え後 の高層住宅 に居住 が始 まっているが、上記の ような問題が生 じてい
る。 また一方、香 里団地 には着手が延期 され た未着手の地区(D・E)も あ り、今後 の団地再生
のあ り方が問われてい る。そ こで は、既着手 地区 の建替 え後(あ るいは建替 中)のA・B・C地
区にお ける機構 による事業 のや り方 ・内容 を日常的 に見 聞きで きるわけで、言い換 えれば、身近
に再 生事 業の"モ デル"が あ り、そ こか ら学 習 し今後 の自分たち(D・E地 区)の 団地再生 を考
える ことが可能 である とい う好条件 にある。 この ようなことか ら、D、　E地区での居住者の意向
を把握 ・分析 し、それ を居住者 に返 し皆で議論す ることは、居住者 自らが団地再生 を考 え、 さら
には今後の団地再生の計画作 りに参加 してい くきっかけのひ とつ になると思 われ、意義が大 きい。




1)D地 区全 体概 要
・戸 数11 ,506戸
・棟 数:51棟(内 、46号棟:店 舗 の み 、49号棟:香 里敬 愛保 育 所 ・文 化会 館 、)
・階数 ・構 造:4～5階 ・壁 式 、 ただ し50号棟 は10階 ・ラー メ ン(46号棟 、49号棟 除 く)
・管 理 開始 時 期:1958年11月
2)建 替の進行
　香里団地では、建替事業 に着手(公 団 による最初の事業説明会)さ れたの は1993年度末であ り、
まずA地 区か らお こなわれ、現在A、B地 区の戻 り用公 団賃貸住 宅供給が終 わ り、C地 区において
も2002年3月に事業が着手 されてい る。 したがって、C地区 も近々完成 ・入居が予定 され、　A、　B、
C3地 区の戻 り入居 者向け賃貸住宅建替 え事 業 については13年間ほ どで終 了 とい うこ とに なる。
ところが、残 りのD、E地区については、建替事業 を進 める予定 で空家補充停止 状態(1993年8
月～)に あったが 、それが解 除され(2000年12月)、空家募集 が再 開 されている。つ ま り、現在
両地区の建替 え事業 はス トップした状態 にあ り(公 団は少 な くとも解除以降10年間は建替着手 し
ない方針)、団地再生 の具体化 を考 える時 間的余裕がでて きた状況にある。
　A、B両地区の残地 に関 して は、民間分譲マ ンシ ョシ、民 間戸建住 宅、高齢者福祉施設(特 別
養護老人ホームな ど)の 建設 ・供給が行 われ、B地区 におけ るセ ンター地 区施設 の建替 ・整備 も
予定 されている。以前の 自然環境 と計画的 に創 られたみ ど り豊 な"ゆ った りとした中低層住宅団
地"か ら、乱雑 でデザイ ンの統一性 の無い高密 な"息 苦 しい高層住宅 団地"へ と変貌 を遂 げつつ
ある。 しか しなが ら、 まだDとE両地区あ るいは香里 団地 にお ける当初 の戸建住 宅地区 には、ま
だかつての面影が残 されている。
3.ア ンケー ト実施について
1>実 施 時 期:2004年12月19日(日)～2005年1月18日(火)
2)調 査 対 象:D地 区居 住 全 世帯 主(た だ し、 自治会 の 違 う、48、51の2棟 居 住 世帯 は省 く)
　 戸 数:1,376戸
3)調 査1:1～47棟
　 対 象戸 数:1,236戸、型 別:1DK-一一220、2K-180、2DK-332、3K-504





　 対 象戸 数:140戸、 型 別:2DK-].40
　 ・配 布 数:90世 帯(=居 住 宅地 図 に よ り判 っ た氏名 判 明分住 世 帯)
　 ・回 耳又数155
　 ・回u又率:61%
5)実 施 主 体
　 ・ア ンケ ー ト企 画 、 立 案 、設 計 、分 析:増 永
　 ・配 布 、 回 収:D地 区 団地 自治会
4.ア ンケー トの分析(注)
(1}プロ フ ィール
　 1)家 族 につ い て
　 *世 帯 人 員
　 ・全 体 で は 、単 身:161(35%)、2人:188(41%)、3人:86(19%)、4人:23(5%)、5
　 　 人:4(1%)、 不 明10、計478
　 ・平均 は2人 、 最大5人 で 、1～2人 世 帯 が 四分 の三 を占め る。 単 身者 の性 別 内訳 は女性92人、




































　家族構成の特徴 としては、「夫婦 と子 ども」、「片親 と子 ども」 を合 わせて、核 家族 と称 す
るな らば、「単 身」、「夫婦」t「核家族」の三形態が各 々三分 の一つつ になる。 かつ て、香 里
団地の まちびらきか ら(1958年入居 開始)20年間ほどは 「核家族」 が大多数 を占めてい たが、
現在では主要ではな くむ しろ 「単 身」や 「夫婦」が増 え、多様 な形態の中の一つ になってい
るQ
また、「単 身」者の男女別年齢構成 は以下 のようになる。
～24歳 25～訓歳 35～必歳 45～54歳55～{臓65～74歳75～8蟻85歳～ 不明 計
男 2 6 6 」 11 9 13 4 0 56
女 0 2 2 4 lfi 32 32 4 Q 92
不明 a 1 0 0 1 2 3 1 5 13
計 2 9 8 9 28 43 48 9 5 161
　 この表 をみる と、 まず、「単身」全体 として女性 は男性 に比 し1.7倍ほ どであ り、年齢 階層
別 には55歳以上が82%と圧倒的である。 また、男女で は54歳未満では男性が女性 より多いが、
55歳以上 になる と女性が圧倒的 になる。以上 は一般的 な実態 と同 じ傾 向であ るが、今後 の再
生 にも生 か してい くべ き要因である。 また、「夫婦」の世帯主年齢(以 下、主齢)を みる と、
65歳以上が55%を占めている。 「単身」 「夫婦」 ともに高齢 者が多い実態が把握 で きた。
*主齢 と性別(図 一1>(図 一2)(注:図 一1～14グラフの横軸 は全 て%)
・65歳以上の高齢者が49%と半数あ り、55歳以上 を含め ると75%にものぼる。反対 に、44歳
以下は15%と若 い世代が少な くアンバ ランスな年齢階層構成 となっている。 かつて団地の
街開 き以降1970年代 ごろまでは逆 に若い核家族世帯世代 がほ とんどを占めてお り、その と
　きもアンバ ランスが指摘 されたわけであ るが、 この事態 をどうみて どのように居住や空 間
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・居住年数(現 在居住住 宅での)に 関 しては、49%の世帯が21年間以上である。一方5年 間以
下 の比較的最近入居の世帯 も23%程度 あ り、募集停止解除後(2000年12月)の入居者 と大 き
　く二 つの層 を形成 している。D地 区の再生 を考 えるにおいて この層 は注 目する必 要がある。
・これを世帯主 の性別 にみる と、男性 は上記割合 と差が少 ないが、女性 については、居住期 間
は五年 まで と31年以上 に特化 している。31年以上 については、香里団地において も女性高齢
者 が多い ことか ら理解 で きるが、前者 に関 しては、上記の母子世帯が相対 的に多 いだろうこ
　とが推測 される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　医蛋 亟1　 　 　 　 　 　 　 1n-4551
(図一3)
3)世 帯主の職業の有無
・ 「あ り」、「な し」で各 々51%、49%で半 々であ る。男性 では 「あ り」が58%。女性 では 「な
　し」が63%と各々優越 している。
・主齢別 にみる と、退職 の時期 を過 ぎる65歳以上 については、「な し」が89%と圧倒的である。
・居住年数 との関係 では、居住 年数が増加 す るに従 い、「な し」が増 える。 当た り前で はあ る
が、年齢の増加 との相 関性が高 い と思われる。
(2)現在 の 住 宅へ の 評価
　 1)住 戸
　 ・ア ンケ ー ト対 象 住 棟 にお け る、住 戸 配 分 は(図 一4)の よ うで あ り、3Kが60%、 つ い で、
　 　 2DKが25%そ の他15%と なっ てい る。
　 70
ln=4771
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (図一4)
①個室 について(MA=複 数回答、以下 同 じ)
・個室 に関 しての不満(MA)は 、「押入 れが狭 い」(41%)、「個 室が狭 い」(39%)が群 を
　抜 いてお り、1950～60年代 の大量供給時代 の公団賃貸住宅 に共通 した問題 である。ついで
　 「個 室数が少 ない」(27%)が続いている。逆 に、不満が少 ない もの と して、「風通 しが悪
　 い」(6%)「日当た りが悪 い」(6%〉 があ り、近年供給 のマ ンションにはみ られないが、
　 プロ トタイプである中層階段室型の 「南面三室」住戸平面の優 れた点の反映 でもある。
・ 「押 入れが狭 い」 は、主齢別 にみる と、高年齢者 になるに従 い不満が増大す る。一般 的に
　 は高齢 ほど物持 ち にな り、収納へ の要求が高 くなる。逆 に、「個室数が少 ない」 に関す る
　不満は、若年齢 になるに従 い、子 ども部屋 の要求 などによ り増加する傾向 にある。
②設備 関連(MA)
*K,DK
　　 「狭い」が67%と高い。 また、半数近 くが 「流 し ・コ ンロの使 い勝手が悪 い」(47%)と
　答え、また、「狭 さ」 と設備老朽化 もあって何 とか したいとい う要求が強 い。
*浴室(MA)
　　 「浴槽 が小 さい」、「浴室が狭い」、「浴槽 のまた ぎが高い」 も3点 がおのおの49%、47%、
　44%と不満が多い。近年の一般的な浴 室の拡大傾 向 の中でやは り狭 くその通 りであ ろう。
　ただ、浴室 の狭 さの解消は大規模改造でなければ困難 である。一方 、意外 と 「手す りがな
　い」 に関 しては14%とこれ らに比 して低 い。長年使 い慣 れた入 りつ けた浴室 ・浴槽 であ り、
　慣 れて しまって さほ ど不便 を感 じない ということであろ う。
・主齢別 にみる と、「浴槽 が小 さい」 と 「浴室が狭 い」 に関 して は、高齢化す る に従 い、 こ ・
　の二つの不満 は、減少傾 向にあるが、逆 に 「浴槽の また ぎが高 い」 は増大す る。高齢者 に
　 とって"ま た ぎ"の しん どさの解消は重要である。
*便所(MA)
・7割近 くが 「便所が狭い」(68%)と不満を訴えてい る。温水暖房便座 を設置 しように も、
　 コンセ ン トもなく難 しい。 もちろん介助が必要 な場合 も困 る。 しか しなが ら、便所の面積
　拡大 は、住戸全体の大改造 を しなければ実現できない場合が多 く困難であ る。面積への不
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　 満があ ま りに大 き く、「便所 に入るの に段 差がある」や 「手 す りが ない」 は比較的少 ない
　 ものの、おのおの25%、22%の人が不満 を表明 している。改造 と同時 に、ク リアすべ き課
　 題である。
・65歳～のグループでは 「便所が狭 い」 は比較 的減少 し、「便所 に入 るのに段差があ る」 と
　 「手す りが ない」 にお いて、各 々41%、32%と増大す る。浴槽 の また ぎと同 じ く、バ リア
　 フリーが求め られている。
*洗面所 ・洗濯機置 き場(MA)
　　 洗面所 につ いては 「洗面スペース狭 い」「洗面所 に給湯が ない」「鏡 ・収納機 能が少ない」
　 の3つ の不満が各 々47%、46%、38%と比較 的多い。給湯 も現代の機能 に更新 ・向上 させ
　 る とした ら、給湯 システム全体 の変更 につなが る。洗面所へ の給湯は、現代では必要不 可
　 欠であるか ら全 体の更新 にあわせ て改造することが必要である。
　　 スペースへの不満 もあるが部屋 とのバ ランス もあ り拡大 はそ う期待 で きない。後者の洗
　 濯機置 き場は、香里団地当初 の住宅供給 時には洗濯機 の普及が充分でな く考慮 されてお ら
　 ず、当然の ことなが ら不 満が89%と極 めて大 きい。
③ その他
*収納、バル コニー(MA)
　　 長年住続 ける と、家財道具 ・衣類 な どのモノ も増 え広い収納や置 き場が欲 しくなる。ア
　 ンケー トか らはバ ル コニの狭 さへ の不 満が大 きい(65%)、三分 の一程度の人が、押入 れ
　 や物入れの数へ の不満 を表明 してい るが、バル コニーの拡張 は困難であ り、 また、収納 も
　住戸面積 を変 えない限 り部屋 の数や広 さとのバーター関係 にあって、検討要す る課題 であ1
　 る。
*玄 関(MA)
・ 「狭 い」が73%と圧倒的である。住戸全体の改善の中で可能な範囲で計画す ることになろ
　 う。 「手す りが ない」の不満 も30%程度 あるが これはす ぐにで も可能な改善で簡単である
・「65歳～」のグループでは 「狭い」は比較 的減少 し、 「段差 がある」と 「手す りがない」に
　 おいて、各 々26%、49%と多い。バ リアフリー化 のポイ ン トであるだけに緊急 な改善課題
　 である。
④必要部屋数(図 一5)
・必要部屋数 を 「あ と何部屋欲 しいか」 とい う問いで質問 している。回答者の 中では、「今
　の ままでよい」 が43%と多 く、単 身あるい は夫婦 などの少人数世帯に とって、部屋数 は今
　の ままで よい としてい る人が多 い と思 われる。 しか しなが ら、「一部屋」欲 しい とい う回
　答 も40%ある。 この2つ で83%であるので、ほとん どの世帯が部屋数 は今の ままか一部屋
　増 えればいい、 という解釈 がで きる。
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・主齢面 か らみると 「65歳～」 グルー プでは、「今 のままで よい」 が53%と多 くな り、子 ど












　　 　　　 　　 　 二戸一化
　　 　　　 　　 　一部屋増築
　　 　　 二部屋を一部屋にする
　　 　　　 　　 　内装を一新
　　 　　　 　　 和室を洋室化
　　 K、DKなどをLDKにする
　　 　　　 　　 Kを一新する
　　 　　　 　 浴室を一新する
　　 　　　 洗面所を一新する
　　 　 住戸内をバリアフリー 化
　　 　　　 　　 　　 その他
　　 　　　 　　 　　 　　 024681012141618
　　 　　　 　　 　　 　　 　　　 　　 　　 (図一6)
・直 接 に 「住 戸 の 改善 方 策」 を聞 い てい るが 、各 項 目 に分 散 して お り、 割合 は全 体 的 に少 な
　 い ものの 、「内装 を一 新」「一 部屋 増 築」が 、18%、17%と比 較 的期 待 され て い る。逆 に、「住
　 戸 内 のバ リア フ リー化 」 あ るい は 「和 室 の洋室 化 」 につ いて は 、5%、6%と 低 い。 住 み
　 慣 れ た住 戸 で あ り、 その よ うな改 善 の必 要 性 があ ま りない とい う こ との 反映 で あ ろ う。
・ 「性 別 」 で 違 い が あ り、全 体 平 均 に比 して 女性 は 、台 所 、DK浴 室 を一 新 す る こ と を願 う
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2)住 棟(MA)(図 　 7)
・住棟 に関す る問題点 としては半数近 くが 「住棟 は気 にならない」 と答 えてお り、住戸 に比 し
て関心が薄い といえ よう。 しか しなが ら、 「エ レベー ターがないので困る」で36%、「階段室
が狭 い」28%と、この2点 に関 しては問題 と考 えてお り、 ウオークア ップの問題 あるいは・
階段室の狭 さについての不満がみ られる。
・主齢別で は 「65歳～」 において、全体 的に住棟 についての積極 的な不満の表明 は減少するが、
　や は り 「エ レベー ターが ないので困る」 は41%と5ポイン ト増加 している











　 D地区の屋外 については、困 っていること、及び、ぜ ひとも残 してお きたい"風景"・`居
場所"に ついて 自由記述 して もらった。おお よそ2割 の人が記述 して くれたが、その結果 は
以下のよ うであ った。
①屋外 について困っていること
　　駐車場への不満が一番 目立 ち、なかで も台数 の不足、路 上駐車 、利用上のモラル を問 う声
が多か った。ついで、 目についたのは以前 に比べ、機構 による構維持管理が充分ではな くな
　りつつあ り、その結果団地が荒れて きている との指摘があ り、 また、それへの不満がかな り
み られた。 ほか には、遊 び場の不足 や屋外物置の要求 もあ った。
②残 したい もの
　　自由記述の なかで は、全体的 には、現在 の緑 や草花 を残 して欲 しい声が圧倒的であ った。
具体的 には、一番 は枚 方市の百景 の一つに もなった 「けや き並木」が多 く、公孫樹並木 や桜
など具体 の樹 木の名 も挙 げ られている。
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(3)香里 団地A、B、　C地区の建替事業への評価(MA)(図一8)
　D地区の居住者は、すでにほぼ建替事業が終わ ってい るA、B、　C地区の建替事業の経緯 を日頃
か ら見てお り、団地の変化 ・変容 をよ く知 っている。そのような意味で、 この アンケー ト項 目は
注 目される。「ひどい状況 になった」 と考 える人 が三分 の一(34%)で一番多 い。つ いで、多 い
のが 「景観の統 一が悪 い」が(27%)ある。一方、「高層 にな りよい ことであ る」 と答 えた人 も
四分の一(25%〉いる。「建替事業=高 層化」は、当た り前 だが物 的な住宅だけに着 目す る限 り、
老朽か した住宅が新 しくな り、規模 も拡大 し、内装や設備 も一新 され,古 びた団地が何 か新 しく
活気 を もつこ とになる。 この辺 を評価 した回答であ ろう。
　　　　　　　　　　　　　　　 A、B、C地区の建替 について　　　　　 　　　　　 ln=4121
　 　　 　 　　 　　 ひどい状況になった
　 　　 　 　　 　　 　景観の統一が無い
　 　　 　 　　 　 高層になり良いことだ
　 　　 　 　　 　　 駐車場が取れてよい
　 　　 　 　 子どもの遊び場がなくなった
　 　　 　 　　 　　 　なんとも思わない
　 　　 　 　　 　　 　 　　 　 その他
　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 0　　　　　5　　　　　10　　　15　　　20　　　25　　　30　　　35
　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　 　　 (図一8)
　 と ころが 、居 住 年 数 でみ る と、 居住 年 数 の 「～5年 」 の層 は、 「6年 ～」 と大 き く異 な り、 「ひ
どい状 況 にな った」、「景 観 の統 一 が悪 い」 は20%、17%と大 き く低 下 す る。 近 年 入居 した世 帯 は 、
過去 と現 在 とを比 較 す る だ けの判 断材料 を持 ち合 わせ て な くて反応 が にぶ い の であ ろ うか。 また 、
これ らの世 帯 主 は反 対 に 「子 ど もの遊 び場が な くな っ た」 につ い て は23%と多 い。子 育 て期 にあ
る親 の反 応 と思 わ れ る。
4　構による建替事業方針への評価(図 一9)
　現在の機構 による建 替事業方針への賛否 を問 うてみ た。「反対」(57%)、「賛成」(12%)と圧
倒 的に賛成が少 ない。注 目されるの は 「どちらで もない」が29%ある ことで、3割 近 くが明確 な
意思表示 を していない。建替事業を目の当た りに して も、 この ような無関心、 どち らで もない表
現 できないあるいは他の意見 を持っている人 もいる。 この内容 は精査す る必要があろう。
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　 ついで、「反対」の人だけにその理 由を聞いた(図 一10)。これは複数回答 であるが、 ダン トッ
に高いの は、 「家賃が高 くなる」で(72%)の人が反応 している。ついで、 「中低層 のままで よい」
(38%)、「自然環境 が無 くなる」(29%)の順 であ り、「家賃」 は当然であ るが、当然香里 団地の
良 さが失われてい くことへの危機感 も強 く意識 され反対 されてい ると思われる。
　主齢別 には、「55歳～」のグループが 「反対」60%以上 、「賛成」10%前後 にな り、高齢者層 の
反対が多 い。反面、「～54歳」 グループでは、「反対」40%、「賛成」15%と反対 が減 り、賛成 が
増 える。若年層 と高齢 者層の公 団の建替事業方針へ の反応のギャップがみ られ、若年層 は、高年
齢層 に比べ て、一律 的建替 に賛成 しがちの傾 向がみ られ る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 阪 対の理由l　　　　　　　　　　　　　 ln=25ユ1
㈲継 続居住 について(図 一11)
　予 想 されたが、 「で きれば住 み続 けたい」(46%)、「是非住み続けたい」(36%)計82%もの人
が住 み続 けたい と考 えている。継続居住 についての反応が極めて高 い。逆 に、「引越 ししたい」と
「是非引越 ししたい」の合計 は4%と 圧倒的に少 ない。 この圧倒的な 「継続居住 派」の意向は、今
後の団地再 生 にお いて極 めて重視 すべ きことであ る。 これ までは、家賃高額化 を背景 に意 に反 し
て転 出 した人が多 い。建替後戻 った人 も家賃が傾斜方式で上昇 し家賃が払 えないで滞納 し、やむ
を得ず 出て行 った人 も多 い(A地区 の実態)。年齢層 別 にみる と、明 らかで年齢が増加 するに従 い、





















　 　 　引越 ししたい
　 是非引越 ししたい
　 　 　 わからない
　 　 　 　 　 その他
　 　 　 　 　 　 　 0 14 20 30 4D 50
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (図一11)
　 さて、継続居住 の理由(複 数回二答)(図一12)であるが、「自然環境がいい」(65%)「香里団地
へ の愛着」(60%)「家賃が適 当」(57%%)「住宅への愛着」(49%)「知 り合いや友人が多 く安心」
(41%)「立地が よい(京 都 、大阪へ近 い)」(41%)がその主 なものである。 いかに、香里団地 に
愛着 を持ち、そのな じんで きた居住空 間や培 って きた人間関係 を良 しとしてそれを評価 し享受 し
て きた結果、 これか らもこの居住状態 を継続 したいとい う思いが明確 にでている。
　 年齢別 に見 ると、高齢 になるに従 い、「住宅への愛着」 ・ 「香里 団地へ の愛着」 ・ 「知 り合 い
や友人が多 く安心」 な ど、 これまで築 き上げられて きた団地や近隣への愛着 も増加する。
　 継続居住 の希望の多 さとその理由内容 を考 え合 わせる と、 自ず と一律 的な建替方式 の問題点が





(6}団地再生 のあ り方について(図 一13)
　本 ア ンケー トでは、団地再生のあ り方についてについて、主要 な事業方法4つ か ら1つ だけ選
択 し、かつその理由 を自由に記述で きる設定を している。4項 目については判 りやすい ように説
明書 を添 えている。
　つ ま り、
　①現状維持一 これまで同様 に保全(修 繕 、清掃 な ど)は す るが、今の住宅 ・住棟 あるいは屋外
も変 えないで今のまますむ(家 賃 は特別 なことがない限 りあま り上が らない)、
　② 団地再生一基本 的に団地 の姿形は中層住 宅の ままにして、住宅 ・住棟あ るいは屋外 について
住みやす いあ るいは安心 して住 めるように出来 るだけの改善(一 部建替 え も含 む)を す る(家 賃
は改善 内容 に応 じて多少上が る)、
　③全面建替 え一 これ までの香 里団地A～c地 区 と同 じよ うに、全 く新 しく全面 的に建替 えて高
層化 し残地は民 間等へ売却す る(家 賃 は、世帯条件 によって違 うがかな り上が る)、
　④その他 、 となっている。
　 これ も結果が明 白である。 「現状維持」(63%)「団地再生」(28%)に対 し、 「全面建替」(6%)
であ り、今 の ままか一律的 な建 替以外 の修復 的方 法 を願 っていることが明白である。性別 では、
女性 については、「現状維持」(71%)、「団地再生」(20%)であ るが、男性 に比べ、「現状 維持」
で は、10%高く、 「団地再生」 において は10%低い。つ ま り、高齢者 の多 い女性層 では現状 維持
の要求が高 い。一方、総体 的ではあるが男性は団地再生 をより願 っている。 また、年齢別 にみる
と、明 らかに年齢が増加する と現状維持 的傾向が増大 し、団地再生が減少す る。特 に、「～54歳」
層では、「現状維持」 は39%しかな く、「団地再生」 は45%と全体平均 よりはるかに高い。収 入が
あ りかつ若い層は、再生指向が強 くなるこ とが理解 できる。 また、居住年数で見る と、年 数によ
る明確 な違いが年齢 ほどには表 れに くい。 このあた りについては、やは り収入の有無 ・額 が決め
手になっているのであろ う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　 1団地再生のあ り方I　　　　　　　　　　　　 In=43ユ1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (図一13)
　次 に、各選択肢 を選 んだ世帯 主のなかで、その理 由を自由記述 してい る人を ピックア ップ し、
内容 をみ た。 まず、「現状維持」 で理 由を書い た人 は、全体 で273人(=63%〉中121人で4割 強
を占める。記入の内容 は、圧倒 的に経済的理由、つ ま り 「家賃が上がる と困る」 に集 中 している。
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年金暮 らしであ り、住みなれたあるいは住み よい今の ままの香 里団地で充分 であるとい う思いで
ある。 また、「団地再生」 と答 えた119人(=28%)の中で理由を書いた人は、54人で同 じく4割
強になる。内容 は、家賃の高額化を気 に しなが らも、「今 の中層住宅 を少 しだけ住 み よい ように
改善 して欲 しい とい う」 とい うささやかな希望がその理由である。 「現状維持」派 も 「団地再生」
派 も基本的 に 「今 のまますみ続けたい」、 しか し老朽化居住水 準の低下 は現 実であるか ら、「支払
い可能な家賃 で折 り合い をつけたい」意 向である と総括 で きよう。また、「全面建替」の24(=
6%)に おいては、11人が理 由を書 いてお り、「老朽化 し、一気 に建替 えるこ とで 団地が リフ レ
ッシュできるのでは」 という比較的若 い層 の考 えが反映 している。
〔7泊治会活動への参加(図 一14)
1自治会活動への参加1 [n=42釧
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 その他
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　Q　　　　　　　　5　　　　　　　10　　　　　　15　　　　　　20　　　　　　25　　　　　　30
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (図一14)
　 団地再生への活動参加の意志 を聞いてみた。建替事業のモデルであ る(A～C地区)を 日頃、見
聞 き してい るD地区の居住者 であるが、い ざ自分 のこ ととなる と全般的 な反応 は低 い。「今 は判
らない」(3096)「具体化の動 向を見守 りたい」(29%)と、差 し迫 った状況 にないこ とが大 きく
反映 されてい る。ただ、「学習会 ・見学会 には参加 したい」(10%〉「参加 した いが時間が ない」
(10%)「意見 は述べたい」(9%)が 各 々一割 はある。つ ま り、関心 もち、団地再生 を考 える集
まりなど、何 かに参加 しうる可能性 は30%程度 ある。「学 習会 ・見学会 には参加 したい」の一割
でも全体で拡大推計する と居住者のなかに60～70人程度 である と考 え られる。 この層 ・グループ
を掘 り起 こすこ とにより、団地再生 の学習か らはじめて事業の方向性 を機構 あるいは枚方市な ど
と協議 してい くコア(中 核)に な りうるとか考 えられる。 中で も、年齢層 では、「55～64歳」が、
「対策委員会な どへの参加」(7%)「学習会 ・見学会には参加 したい」(ユ3%)と 「意見 は述べ た




　調査2(D50号棟居住者 ア ンケー ト)に つ いては、ア ンケー ト結果 は調査1と 差異が あ まりみ
られず、相違点のみ を略述 したい。
　 1)プ ロフィール
　　居住 年数では、調査1で は、5年 未満が23%程度あったが、調査2で はそれはご く僅 かであ
　 り、比較的長期居住 者 も多 くみ られる。 また、主齢65歳以上 の世帯 については、調査2は63%
　 と高 い(調 査1は49%)。世帯主の職業の有無 につ いて も、調査2で は 「な し」が61%(調査
　 1では49%)と高い。これ らか ら、世帯 主の属性か ら推測す るに、D50の居住者 は長年住 みつ
　づけ年齢 階層が高 く、年金生活者が比較 的多いのではなかろ うか。
　 2)現 在 の住宅へ の評価
①住戸
　 ・個室 については、調査2で は調査1に くらべ 「独立性 がない」、「風通 しが悪 い」、「日当 た り
　　が悪 い」の3点 について回答 が各段 に多 い。 これらに関する不満が極 めて強 いこ とが判 る。
　　D50棟は、高層南北軸棟 であ り、中層階段室型住棟 との基本的な住 宅性能 ・水準 の違 いが顕
　　れている。
　 ・浴室 についての評価では、調査2で は調査1に くらべ 「狭 い」、「浴槽が小 さい」 に対 す る不
　　満が半分以下 と少 な く、反対 に、「また ぎが高 い」、について不満 が大 きい。長期間居住者 ・
　　高齢 者が比較的多 く、前2者 については、"あきらめ"後 者については、高齢期 を迎 えバ リ
　　アフ リーへの要求が強い こ とによるもの と思 われる。 これは、「住戸改善方策」の ところで
　　 も、「浴室 を一新す る」 に対 しての要求 も低 い結果 とも符合する。 また、「一部屋増築」への
　　要求 は少ないが、「内装 を新 しくす る」へ の要 求は高い。要す るに、今 のままの住戸 で住 み
　　続 けたいが、せ めて内装 は一新 して欲 しいとい うことであろ う。
(9ぽとめ
　 1)プ ロフィール
　 ・平均世帯人員2人 、高齢者(世 帯主)過 半、単 身 ・夫婦 ・親 と子(核 家族)が ほぼ三分の一
　　ずつ




　　　 ・世帯人数が少 ないので個室数 よ り、個室の面積増への要求強い。内装 の一新 と同時 に
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　　　二室 を一室 にするなどの改善が求め られている。物入 れの容量 も問題であ り、屋外物
　　　置の実施事例があるが、利用 については今ひ とつの ようで詳細調査が必要である
　　 ・近年の新規供給住棟 は公 ・民 間わず、片廊下型住棟が多 いが、階段室型南面三室中層
　　　住棟へ の評価は高 い。
　 ロ)設 備
　　 ・風呂 ・便所 ・洗面所 ・洗濯機置 き場については、バ リアフ リー化 を中心 に近年の レベ
　　　ルへの更新が求め られてい る。抜本的な対策(改 造〉が必要であ り、それ らの一体的
　　　計画的改善が求め られる。
　ハ)エ レベーターの設置
　　　既存住棟 では、機能低下 した高齢者や障害者 な どの各住戸へのアクセスが最大問題で
　　ある。既存棟 を活用 する場合は、エ レベー ターを階段 室の外側 に設置す る方策 もあるが、
　　半階は階=n.での ウォークア ップ(ダ ウン)が 不 可避であ る。これ を甘受す るか、一階部
　　分にバ ルコニー側 にリフ トを新 設 して一階だけ をバ リアフリーにするか、等が対処法 と
　　 して考 えられる。他 には、かな り大規模 な改造工事 を伴 うが、階段室側 に外廊 下を新設
　　 した り、屋上か ら外廊下 を吊る工法 も新規 に提 案 され ている。 しか しそこまで大規模か
　　つ費用 を掛けるの なら、その棟 に限っては建替える方法の選択 もあろ う。いずれに して
　　 も、方針決定 には様 々な調査 ・検討 ・議論が必要であ る
②屋外 につ いて
　　 自由に記述 して くれた回答者 から得 られた"願 い"は 、一言で言 えば、これ までに形成
　 されて熟成 した環境 を継続 して欲 しい ということである。
3)A・B・C地区建替への評価
　　六割近 くが公団の方針である一律の建替へ反対の意向で ある。反対の理由は、家賃が高 く
なるこ とが大 きく反対 の人の7割 が答 えている。ついで、今の まま中低層住棟の ままでよ く
　また環境が悪 くなることへの懸念が強い。一部で、若い人 を中心 に 「反対」が4割 に減少 し
「建替賛成」 も若干 ある。 もっ と深 く分析 して、その賛成 の具体 的内容 を詳 し く掴 む必要が
ある。
4)継続居住
　 香里団地 と今のす まいへの愛着 を持 ち、知 り合いや友 人 を持 ち、家賃が適当で あることか
　ら、継続居住 の意志が極 めて強い。 このことは重要であ り、 この要求 をどの ように捉え実現
させてい くべ きか、機構 もさる事 なが ら、居住者 ・自治会側 にも積極 的対応が迫 られている。
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5)団 地再生
　　 「現状維持」と 「団地再生」の合計が90%を越 えてい る。継続居住の意向を踏 まえると、現
状 を維持 しつつかつ再生計画 を どの ように具体化 す るか、 どの ようなプ ロセスで進め るか、
居住者の参加 をどう確保 してい くか、解決すべ き様々 な課題がある。
5.提 　　言
　 ア ンケー トの結果か らは、香里団地への愛着、近隣 との交流、物 的環境 のよさ、そ して低廉 な
家賃 とこれ らの四つの要素か ら、継続居住 の意向が強い。 また、団地再生 の方向で は、一律的建
替 えではな く、現状維持 もしくは今の住戸内外 の リノベーシ ョンあるいは リフォームで対応で き
る、家賃が比較的上が らない方策 を居住者 は求めていることが明 らかである。
　結論 的には、団地再生 によ り多様 な要求 に応 えてい く道 を探 ることになる。機構の事業提案 を
待つ までな く、居住者側か らの再生案 を今か ら少 しずつ創 りあげてい くため に事前の準備 を して
い く必 要があ ろう。
　そのためには、 まずは、居住者 を中心 に した 「D地区の団地再生 を考 える会」 の ような ものを
発足 させ るこ とが重要ではなかろうか。
注:
　 この小論では、調査1に つ いての分析 ・考察述べ、調査2に ついては、調査1と の相 違点 のみ
を述べ る。
追記:
　ア ンケー ト実施 にあたっては、年末年始 の忙 しい時期 にまた寒 い中、D地 区 自治会の方々 によ
って配布 ・回収 を実施 して もらいま した。有難 うございます。本小論は2004年度神戸松蔭女子学
院大学か らの特別研究助成費 を使用 しました。大学に もお礼 を申し上げます。
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